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１．タスクフォースの目的等 1

（１）開催の目的

宇宙利用を通じた現代社会が抱える社会的課題の解決、持続的な経済成長等への寄与に向け、２０３０

年代以降の宇宙利用の将来像、その実現のために必要な情報通信技術等について、専門的な観点から

（２）構成員

荒井 誠 株式会社電通 宇宙ラボ 主任研究員

石川 洋二 株式会社大林組 技術本部 未来技術創造部 上級主席技師

今井 良一 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 理事

小笠原 宏 三菱重工業株式会社 防衛・宇宙セグメント宇宙事業部 副事業部長

岡島 礼奈 株式会社ALE CEO

押田 祥宏 ソフトバンク株式会社 グローバル事業戦略本部衛星事業推進部 担当部長

片岡 正光 株式会社東京放送ホールディングス 総合戦略局投資戦略部 部長

河合 宣行 KDDI株式会社 グローバル技術・運用本部

グローバルネットワーク・オペレーションセンター センター長

川原 圭博 東京大学大学院工学系研究科 教授

黒田 有彩 宇宙タレント

佐藤 将史 株式会社野村総合研究所 ICTメディア・サービス産業コンサルティング部

上級コンサルタント

主査代理 澤谷 由里子 名古屋商科大学ビジネススクール 教授

志佐 陽 株式会社IHI 宇宙開発事業推進部事業企画グループ 部長

主査 中須賀 真一 東京大学大学院工学系研究科 教授

森信 拓 NTTコミュニケーションズ株式会社 ネットワークサービス部 テクノロジー部門 担当部長

矢野 博之 国立研究開発法人情報通信研究機構 執行役

オープンイノベーション推進本部 ソーシャルイノベーションユニット長

渡辺 公貴 株式会社タカラトミー 技術開発部 エキスパート





３． 「宙を拓くタスクフォース」 ～報告書の構成～ 3

はじめに

第１章 宇宙産業の変容と政府の取組
１－１ 閉鎖された宇宙産業から開かれた宇宙産業へ
１－２ 宇宙産業における政府の取組

第２章 宇宙産業の市場規模・動向
２－１ 国内外における宇宙産業の市場規模
２－２ 宇宙産業の動向

第３章 宇宙利用において目指すべき将来像
３－１ 2030年代以降の宇宙利用の将来像
３－２ 宇宙産業の市場予測

第４章 宇宙利用の将来像を実現するための課題
４－１ 将来像実現のための25課題
４－２ 喫緊に取り組むべき課題の整理

第５章 将来像の実現に向けてICT分野において取り組むべき事項
５－１ ５つの事項（９課題）の問題意識と対応方針
５－２ 宇宙×ICT事業化促進プログラム

おわりに



４．宇宙産業の変容 （第１章 宇宙産業の変容と政府の取組） 4

１．ベンチャー企業の台頭

従来の宇宙産業は、民間企業が公的事業として政府等から受託する産業モデルが一般的であったが、近年は
異業種やベンチャー企業が参入し、市場において民間の商業ベースのサービスや事業分野が拡大。
ベンチャーキャピタルによる投資においてもシリーズＣ（黒字経営が安定し、株式公開やＭ＆Ａを意識する段

階）以降においても投資額が増額する傾向にあるなど、投資状況が変化。
従来企業からシェアを奪うベンチャー企業の登場や、投資者が投資回収を完了する事例などにより、宇宙産業

が投資に値する分野であるという認識が高まり始めている。

２．宇宙関連コンテストの勃興

ビジネスコンテストがベンチャーの台頭を支援
 技術革新型：

技術革新をスピードアップさせるため、困難な課題を提示しチャレンジを促すもの。
Google Lunar XPRIZE、Space Elevator Challenge など。

 オープンイノベーション型：
主催者や協賛者が自事業への活用を前提に技術やアイデアを募集するもの。
ANA AVATAR XPRIZE、Kaggle Competition など。

 事業創出型：
事業創出や市場活性化を目的としてビジネスアイデアやソリューション・サービスを募集。
Copernicus Masters、S-Booster など。

 人材育成型：
若年層や異分野の人材が宇宙に関心を持ち、技術を研鑽する機会を提供するもの。
衛星設計コンテスト、Tellus Satellite Challenge など。

３．地域を挙げての産業化の取組

地域に密着し「産業集積」「地域課題解決」「地域振興/教育」などを目的とした取組の活発化。



５．各国政府の取組 （第１章 宇宙産業の変容と政府の取組） 5

１．米国・欧州

 米国
「新国家宇宙政策(U. S. National Space Policy)」を２０１０年に発表し、商業宇宙分野の促進による宇宙産業
の活性化を目標に掲げた。NASAは、ISSに貨物を輸送することに関する民間能力の開発支援策（COTS）や、
ISSへの物資輸送サービスを購入するための支援（CRS）などを実施。等

 欧州
２０１４年より開始した「Horizon2020」の中で、宇宙の産業競争力の確保を掲げる。
中小・ベンチャー企業や研究機関を対象とした「Low-Cost Space Launch」コンテストを実施。 等

２．中国・インド

３．日本

 ２００８年「宇宙基本法」成立
 ２００９年「宇宙基本計画」策定
 ２０１６年「宇宙活動法」「衛星リモセン法」公布
 ２０１７年「宇宙産業ビジョン２０３０」を策定 等

 中国
宇宙白書「中国的航天」(２０１６年改訂)を発表し、「万人計画」（人材戦略）等を掲げる。
「中国製造２０２５」（２０１５年発表）において重点１０分野の１として航空・宇宙を掲げる。
量子実験衛星「墨子」や衛星測位システム「北斗」を打ち上げ。 等

 インド
コスト管理により、低予算の宇宙開発を実施。 等







８．２０３０年代以降の宇宙利用の将来像①（第３章 宇宙利用において目指すべき将来像）8

ネットワーク基盤が、地上系と衛星系とが統合されたものに拡大。
これにより、地球上のほか、宇宙空間においても、必要な時に必要な情報に容易にかつ安価にアクセス可能

な世界が実現。

将来像① 宇宙通信プラットフォーム（ネットワーク基盤の宇宙空間への拡大）



８．２０３０年代以降の宇宙利用の将来像②（第３章 宇宙利用において目指すべき将来像）
9

地球環境データの取得やその解析技術の進展により、自然災害の予測精度の向上、発生後の迅速な状況
把握が実現。
加えて、無人輸送システム、農業の効率化、資源開発、社会課題解決、マーケティングなど、位置情報や地

球観測データを活用したビジネスが台頭。

将来像② 自然災害や事故を恐れない快適な社会



８．２０３０年代以降の宇宙利用の将来像③（第３章 宇宙利用において目指すべき将来像）
10

ベースステーションの構築やロボット・ＡＩの活用により、低コスト・低リスクの有人活動、資源探査、深宇宙探
査等が実現。
これにより、地球外での資源の獲得や居住領域の確保が実現され、人類の活動領域が拡大。

将来像③ 人類の活動領域の拡大（宇宙活動・探査）



８．２０３０年代以降の宇宙利用の将来像④（第３章 宇宙利用において目指すべき将来像）

11

一般人が宇宙旅行が可能に。
ＶＲ等の活用により、地球か宇宙かを問わない「ユニバーサル旅行」が実現。
宇宙オリンピック・パラリンピック（仮称）、宇宙アミューズメントパーク等のレジャーが登場。

将来像④ 宇宙レジャー









15１１．喫緊に取り組むべき課題の整理方針（第４章 宇宙利用の将来像を実現するための課題）

 将来像の実現には、多くの課題に取り組むことが必要。

 ２５の課題はいずれも重要であるが、次に示す基本的考え方に沿って、ICT分野において喫緊に取り組む

べき課題を整理し、その対応方針をとりまとめ。

 宇宙において様々な民間ビジネスの起業や事業拡大が進展するよう、宇宙空間というまだ十分に解明

されていない環境に関連する基盤的・共通的な課題の解決に注力

 同様に、宇宙ビジネスの展開に必要な周波数や衛星軌道といった資源を能率的に利用するよう、宇宙

通信技術の更なる高度化、様々な軌道の衛星の利用・共存を可能とする方策等を推進

 宇宙分野において、ICTに関する民間の持つ独創的なアイデア、新技術や活力を最大限引き出し、迅速

な事業化を支援する取組を強化

 地域やユーザのニーズを的確に捉え、社会実装を加速化

 「宇宙産業ビジョン２０３０（２０１７年５月：宇宙政策委員会）」に基づく関連の取組を継続及び強化

喫緊に取り組むべき課題を整理するに当たっての基本的考え方






